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1. 平成22年12月期第２四半期の業績（平成22年１月１日～平成22年６月30日）

 (1) 経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第２四半期 4,221 △19.6 477 131.9 505 155.6 226 －

21年12月期第２四半期 5,250 － 206 － 197 － △87 －

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

22年12月期第２四半期 996 78 994 68

21年12月期第２四半期 △371 75 － －

 (2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第２四半期 12,938 11,633 89.9 52,603 70

21年12月期 14,064 12,962 92.2 55,605 54

(参考) 自己資本 22年12月期第２四半期 11,633百万円 21年12月期 12,962百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 － － 0 00 － － 800 00 800 00

22年12月期 － － 0 00

22年12月期(予想) － － 1,070 00 1,070 00

3. 平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,480 △7.1 1,450 15.1 1,470 21.2 830 80.6 3,560 34

mayuko_takahashi
スタンプ



 

 
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の有無となります。 

  

 

 
（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処

理の原則・手続、表示方法等の変更の有無になります。 

  

  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

※その他特記事項 

当社は、平成22年２月19日開催の取締役会において、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入することを

決議し、平成22年４月１日付で、資産管理サービス信託株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口）が当社株

式を取得しております。信託Ｅ口が所有する当社株式については、自己株式として処理しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していませ

ん。 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半

期決算短信（添付資料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.４「その他」をご覧ください。）

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 22年12月期２Ｑ 245,658株 21年12月期 245,624株

② 期末自己株式数 22年12月期２Ｑ 24,500株 21年12月期 12,500株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期２Ｑ 227,105株 21年12月期２Ｑ 234,544株

(注意事項)
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※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料に

ついては、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成22年８月10日（火）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会 

  

※ 上記説明会のほかにも、当社では、個人投資家の皆様向けに適宜、事業・業績に関する説明

会を開催しています。開催の予定等については、当社ホームページをご確認ください。 
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当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、中国などアジア新興国の成長に牽引され、輸出の増加

や生産の持ち直しにより企業収益が改善するなど、緩やかながら回復傾向となりました。しかしなが

ら、欧州諸国の財政悪化懸念に端を発した金融市場の不安定な動きもあり、依然として景気は先行き不

透明な状況で推移しました。 

 雇用情勢につきましては、一時改善傾向にあった完全失業率が、３月以降悪化するなど厳しい状況が

続いており、回復までには時間を要するものと思われます。 

 このような状況の中、当社は主力の転職情報サイト「[en]社会人の転職情報」において、求人広告を

用いた成功報酬サービス「サーチ型採用ソリューション」をリリースいたしました。既存顧客に対する

サービス拡充とともに、新規顧客の開拓に寄与しました。また、掲載案件数の増加にもつながり、サイ

トの魅力向上に大きく貢献しました。 

 学生を対象にした就職情報サイト「[en]学生の就職情報」では、2010年10月にオープンする2012年３

月卒業予定の学生向けのサイトより、中堅・中小・ベンチャー企業に特化した就職情報を提供すること

にいたしました。大学生の内定取得率が低水準で推移する一方、中堅・中小・ベンチャー企業では十分

な採用ができていません。当社はこのような状況を改善すべく、中堅・中小・ベンチャー企業と大学生

の最適なマッチングの実現に向け取組んでまいります。サイトコンセプトの認知度向上をはかるため、

積極的なプロモーションを実施いたしました。企業・大学の双方から共感いただいており、営業は順調

なスタートを切っております。 

 また、教育・評価事業においては、第１四半期から引き続き新入社員向けセミナーが好調に推移しま

した。更に、会員制ビジネス教育講座「[en]カレッジ」の会員企業数も順調に増え、教育・評価事業の

売上高は前年同四半期比43.3％増となりました。 

 以上の結果により、売上高は4,221百万円（前年同四半期比19.6％減）、営業利益は477百万円（前年

同四半期比131.9％増）、経常利益は505百万円（前年同四半期比155.6％増）、四半期純利益は226百万

円（前年同四半期は87百万円の純損失）となりました。 

  

 
(注)1.売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

  2.中途採用関連事業、新卒採用関連事業における「その他」とは、適性テスト等であります。 

  3.その他事業とはウエディング事業であります。 

  

1. 当四半期の業績等に関する定性的情報

(1) 経営成績に関する定性的情報

区分 

第10期 第11期 

自 平成21年１月１日 自 平成22年１月１日 

至 平成21年６月30日 至 平成22年６月30日 

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 

（千円） （％） （千円） （％） 

中途採用関連事業 

  [en]社会人の転職情報 2,028,714 38.6 1,970,926 46.7

  [en]転職コンサルタント 786,383 15.0 442,954 10.5

  [en]派遣のお仕事情報 1,352,663 25.8 868,846 20.6

  [en]本気のアルバイト 371,795 7.1 386,145 9.1

  その他 43,723 0.8 42,595 1.0

新卒採用関連事業 

  [en]学生の就職情報 495,482 9.4 281,428 6.7

  その他 67,114 1.3 71,836 1.7

教育・評価関連事業 104,221 2.0 149,381 3.5

その他事業 － － 7,356 0.2

合計 5,250,099 100.0 4,221,472 100.0
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資産・負債及び純資産の状況 

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ1,126百万円減少し、12,938百万

円となりました。これは未収消費税及び未収還付法人税等が減少したことが主な要因であります。 

 また、負債合計につきましては、前事業年度末に比べ202百万円増加し、1,304百万円となりました。 

これは未払法人税等及び未払消費税等が増加したことが主な要因であります。 

 純資産につきましては、前事業年度末に比べ1,329百万円減少し、11,633百万円となりました。これ

は、「株式給付信託」（Ｊ－ＥＳＯＰ）の導入により自己株式が増加したことが主な要因であります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動の結果増加した資金は、2,273百万円（前年同四半期累計期

間は405百万円の減少）となりました。これは、税金等調整前四半期純利益398百万円、法人税の還付に

よる収入1,078百万円があったことなどが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動の結果使用した資金は、1,393百万円（前年同四半期累計期

間は793百万円の増加）となりました。これは、投資有価証券の取得による支出1,000百万円があったこ

となどが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における財務活動の結果使用した資金は、1,593百万円（前年同四半期比

10.1％増）となりました。これは、自己株式の取得による支出1,399百万円、配当金の支払額188百万円

があったことなどが主な要因であります。 

  

通期業績予想につきましては、平成22年５月12日付にて公表した数値から変更はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 財政状態に関する定性的情報

(3) 業績予想に関する定性的情報
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一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度末の貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定してお

ります。 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に、経営環境等かつ一時差異の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前事業年度末において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に、経営環境等または一時

差異等の発生状況に著しい変化が認められる場合には、前事業年度末において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっておりま

す。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

2. その他の情報

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,700,527 6,214,449

受取手形及び売掛金 938,891 980,393

貯蔵品 11,479 9,125

未収消費税等 － 266,184

未収還付法人税等 － 1,042,661

その他 258,697 207,523

貸倒引当金 △5,711 △13,844

流動資産合計 7,903,885 8,706,494

固定資産

有形固定資産 611,890 541,769

無形固定資産 962,716 1,080,517

投資その他の資産

投資有価証券 2,147,989 1,154,030

その他 1,335,489 2,607,232

貸倒引当金 △23,826 △25,585

投資その他の資産合計 3,459,651 3,735,678

固定資産合計 5,034,258 5,357,965

資産合計 12,938,143 14,064,460

負債の部

流動負債

買掛金 20,071 38,226

リース債務 12,999 12,190

未払法人税等 221,055 －

賞与引当金 89,085 78,969

その他 933,938 956,896

流動負債合計 1,277,150 1,086,282

固定負債

長期未払金 14,656 －

リース債務 12,608 15,191

固定負債合計 27,264 15,191

負債合計 1,304,415 1,101,473

純資産の部

株主資本

資本金 969,057 968,495

資本剰余金 1,435,622 1,435,060

利益剰余金 12,495,708 12,455,834

自己株式 △3,438,187 △2,038,386

株主資本合計 11,462,201 12,821,003

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 171,527 141,982

評価・換算差額等合計 171,527 141,982

純資産合計 11,633,728 12,962,986

負債純資産合計 12,938,143 14,064,460
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(2) 四半期損益計算書

【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

売上高 5,250,099 4,221,472

売上原価 963,013 770,293

売上総利益 4,287,085 3,451,179

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,446,601 1,004,861

広告宣伝費 1,150,619 846,481

その他 1,483,789 1,121,961

販売費及び一般管理費合計 4,081,010 2,973,304

営業利益 206,075 477,874

営業外収益

受取利息 14,863 11,418

受取配当金 18,500 22,500

法人税等還付加算金 － 29,551

その他 12,235 11,454

営業外収益合計 45,599 74,925

営業外費用

投資事業組合運用損 41,854 33,355

その他 12,118 14,099

営業外費用合計 53,973 47,455

経常利益 197,700 505,344

特別利益

保険解約返戻金 84,807 －

特別利益合計 84,807 －

特別損失

固定資産売却損 561 －

固定資産除却損 84,292 60,840

事務所移転費用 11,716 －

関係会社株式評価損 29,999 －

投資有価証券評価損 24,263 19,100

特別退職金 236,184 －

訴訟関連損失 － 26,554

特別損失合計 387,018 106,494

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △104,509 398,849

法人税、住民税及び事業税 2,020 215,455

法人税等調整額 △19,338 △42,978

法人税等合計 △17,318 172,476

四半期純利益又は四半期純損失（△） △87,191 226,373
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【第２四半期会計期間】

（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

売上高 2,286,757 2,102,607

売上原価 414,184 366,353

売上総利益 1,872,572 1,736,253

販売費及び一般管理費

給料及び手当 681,861 502,490

広告宣伝費 467,060 516,245

その他 715,478 565,924

販売費及び一般管理費合計 1,864,400 1,584,660

営業利益 8,171 151,593

営業外収益

受取利息 5,394 6,642

受取配当金 18,500 22,500

法人税等還付加算金 － 29,551

その他 5,106 3,504

営業外収益合計 29,001 62,198

営業外費用

投資事業組合運用損 16,800 4,209

その他 9,419 9,209

営業外費用合計 26,220 13,419

経常利益 10,953 200,372

特別利益

保険解約返戻金 84,807 －

特別利益合計 84,807 －

特別損失

固定資産売却損 561 －

固定資産除却損 84,292 60,840

事務所移転費用 11,678 －

関係会社株式評価損 29,999 －

投資有価証券評価損 24,263 1,222

特別退職金 236,184 －

特別損失合計 386,980 62,062

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △291,219 138,309

法人税、住民税及び事業税 △7,307 30,525

法人税等調整額 △86,531 29,413

法人税等合計 △93,838 59,938

四半期純利益又は四半期純損失（△） △197,380 78,371
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(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△104,509 398,849

減価償却費 403,266 383,962

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,064 △9,891

賞与引当金の増減額（△は減少） △155,108 10,115

受取利息及び受取配当金 △33,363 △33,918

為替差損益（△は益） － 989

投資事業組合運用損益（△は益） 41,854 33,355

投資有価証券評価損益（△は益） 24,263 19,100

関係会社株式評価損 29,999 －

固定資産売却損益（△は益） 561 －

固定資産除却損 84,292 60,840

特別退職金 236,184 －

保険返戻金 △84,807 －

法人税等還付加算金 － △29,551

売上債権の増減額（△は増加） 989,662 41,501

仕入債務の増減額（△は減少） △104,756 △18,155

未払金の増減額（△は減少） △435,806 106,123

その他の流動資産の増減額（△は増加） △22,757 303,435

その他の流動負債の増減額（△は減少） △496,617 △60,635

その他の固定資産の増減額（△は増加） 31,868 △47,589

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 14,656

小計 420,292 1,173,189

利息及び配当金の受取額 23,049 24,107

法人税等の支払額 △612,580 △1,895

法人税等の還付額 － 1,078,543

特別退職金の支払額 △236,184 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △405,423 2,273,945

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1,000,000 －

有形固定資産の取得による支出 △51,914 △232,068

無形固定資産の取得による支出 △278,518 △222,591

投資有価証券の取得による支出 △387,500 △1,000,000

投資有価証券の売却による収入 － 3,408

関係会社株式の売却による収入 － 56,190

敷金及び保証金の回収による収入 － 1,022

保険積立金の積立による支出 △1,391 －

保険積立金の解約による収入 525,198 －

その他の支出 △15,376 △15

その他の収入 2,818 175

投資活動によるキャッシュ・フロー 793,315 △1,393,879

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 6,497 1,124

自己株式の取得による支出 △484,629 △1,399,800

配当金の支払額 △969,393 △188,596

リース債務の返済による支出 － △6,712

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,447,525 △1,593,985

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,059,627 △713,921

現金及び現金同等物の期首残高 7,657,204 6,214,449

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,597,577 5,500,527
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当第２四半期累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当社は、平成22年２月19日開催の取締役会において、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の

株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有する事によ

り、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳ

ＯＰ）」を導入することを決議いたしました。 

この導入に伴い、平成22年４月１日付で、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下信

託Ｅ口という。）が、当社株式12,000株、1,399,800千円を取得しております。 

当該株式給付信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から、当社と信託Ｅ口は

一体であるとする会計処理をしており、信託Ｅ口が所有する当社株式や、信託Ｅ口の資産及び負債並び

に費用及び収益については貸借対照表及び損益計算書並びにキャッシュ・フロー計算書に含めて計上し

ております。 

以上の結果、当第２四半期累計期間において自己株式が1,399,800千円増加し、当第２四半期会計期

間末において自己株式が3,438,187千円となっております。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

(6)重要な後発事象
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